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Legal Update
December 21, 2020

２０２０年１２月９日、国会本会議にて可決された労働関
係法改正案の主な内容

 韓国国会は、１２月９日の国会本会議にて、国際労働機関（ILO）結社の自由核心協約に関しまして労働
組合および労働関係調整法、公務員の労働組合の設立および運営等に関する法律、教員の労働組合の

設立および運営に関する法律の一部改正案、弾力的勤労時間制の単位期間及び選択的勤労時間制の精

算期間を各々改編する趣旨の勤労基準法の一部改正案、特殊形態勤労従事者の雇用保険への当然加

入を内容とする雇用保険法、雇用保険および産業災害*補償保険の保険料徴収等に関する法律の一部

改正案、特殊形態勤労従事者の産災保険の適用を強化する産業災害補償保険法の一部改正案等の１０

の労働関係法改正案を可決しました。以下では、本件労働関係法改正案の主な内容について簡単にご紹

介致します。（*訳注：日本の「労働災害」に当たります。）

Ⅰ．労働組合および労働関係調整法の改正（施行：公布後６ヵ月）
 
１．労働組合の組合員資格の拡大および動労組合の活動

●	 企業別の労組につき、解雇者等の加入を制限するものと解釈されていた法第２条第４号ラ目の但書

きを削除し、労働組合の組合員の資格は、組織形態とは無関係に、労組の自主規約により、労組独

自で定めることができるものとしました。
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●	 ただし、役員・代議員の役割と重要性*を考慮し、企業別労組の役員・代議員は、該当事業または事

業所に従事している組合員の中から選出するものとしました。

* 企 業 別 労 組 において、役 員と代 議 員 は 使 用 者 側と日 常 的 に接 触し、団 体 交 渉・労 組 活 動 等 を実 際 に主 管・  

  主導し、労働組合の重要な意思決定において中心的な役割を遂行することになる。

●	 また、事業または事業所に従事している勤労者（従事勤労者）ではない労働組合の組合員は、使用

者の効率的な事業運営に支障を与えない範囲内で、労働組合活動を行えるようにしました。

●	 非従事組合員は、勤労時間免除限度の設定、交渉の際の代表労組の決定、争議行為賛否投票等の

ための組合員数の算定から除外するものとしました*。

* 労 働 組 合 の公 的 な意 思 決 定 過 程（争 議 行 為 の開 始 可 否）等 に従 事 勤 労 者である組 合 員 の意 思 を明 確 に反 

  映するための趣旨である。

●	 国家による労使関係への介入と誤認される労組専任者の給与支給禁止規定は削除する一方、使

用者から給与を支給され、労働組合の業務に従事する者である勤労時間免除者に対しては、勤労

時間免除限度内でのみ給与を支払うことができるものとしました。勤労時間免除限度を超える内

容を定めた団体協約または使用者の同意は、その部分に限り無効とし、勤労時間免除限度を超え

て使用者が給与を支払う場合には、不当労働行為として処罰するものとしました。

２．団体交渉および団体協約制度の改編
 
●	 使用者の同意により個別交渉を行う場合、使用者は、交渉を要求した全ての労組に対して誠実に

交渉し、差別待遇をしないものと定めました。

●	 以前は、一つの事業または事業所において顕著な勤労条件の差等により交渉単位を分離する根拠

があったものの、その後の事情変更により分離された交渉単位を統合する根拠がなかったため、分

離された交渉単位の統合根拠を新設しました。

●	 企業・産業・地域別の交渉等、様々な交渉手段が活性化されるよう国家と地方自治団体の努力義

務を定めました。
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●	 事業所や業種等の特性に応じて３年の期間内に、労使合意により団体協約の有効期間を設定でき

るものとしました*。

* 従 来 の 有 効 期 限 の 上 限 であった２年 を、経 済・社 会 の 変 化 、交 渉 費 用 等 を考 慮し、３年 に 延 長するという 

  趣旨である。

３．使用者占有を排除して操業を妨害する争議行為の禁止

●	 争議行為の基本原則において、使用者の占有を排除することで操業を妨害する形態の争議行為に

ついては禁止するものとしました*。

*団体行動権だけでなく、反対当事者である非ストライキ勤労者の勤労権、使用者の操業権も同様に尊重されるべき基

本権であるという趣旨を反映（［出典］　雇用労働部の公式ブログ参照）。

Ⅱ．	公務員の労働組合の設立および運営等に関する法律改正案（施
行：公布後６ヵ月）

 
●	 退職公務員も労組規約の定めにより労組に加入することができ、加入範囲を「６級以下の公務員」

のみ労組に加入するものと制限していた規定*を削除し、消防公務員および助教を含む教育公務員	

（教員を除く）の労組加入労働基本権を保障するものとしました。

* 従来の公務員労組法は、現職公務員として６級以下の一般職、それに相応する特別職と特定職の中、外務行政及び外

交情報管理職の公務員のみの労組加入を許可し、これに対して国際労働機関（ILO）は改善を勧告してきた。（組合員の

資格は労組規約で自ら決定する事項→「解雇公務員の組合員資格認定」を要求）

Ⅲ．	教員の労働組合の設立および運営等に関する法律改正案（施行：
公布後６ヵ月）

 
●	 退職教員についても労組規約の定めにより、労働組合に加入できるものとしました*。

* 従来教員労組法は、現職教員の労組加入を許容し、退職教員の労組加入は制限し、これに対して国際労働機関（ILO）

は改善を勧告してきた。（組合員の資格は労組規約で自ら決定する事項→「解職教員の組合員資格認定」を要求
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Ⅳ．勤労基準法改正案

 １． 単位期間が３ヵ月超過６ヵ月以内の弾力勤労制*の新設

*柔軟勤労制（フレキシブルタイム制）の一種で、特定日の勤労時間を延長する代わりに、他の日の勤労時間を短縮して、

一定期間（単位期間）の平均勤労時間を法定勤労時間（現行の勤労基準法上、１週間最大５２時間：法定勤労４０時間、

延長勤労１２時間を基本とし、単位期間は２週間以内、或いは３ヶ月以内と定めている）に合わせる方式の勤労制度 

●	 弾力勤労制の単位期間を、現行の３ヵ月から最大６ヵ月に拡大*するものとして、勤労時間の事前

確定要件等を緩和**することで、勤労時間の運営において弾力性を高めるものとしました。

* 単位期間が３ヶ月を超え、６ヶ月以内の制度を追加で新設（現行の２週間・３ヶ月制度は維持）

**現行の勤労日別勤労時間の事前確定を週別勤労時間の事前確定に変更（不可避な場合は、勤労者代表	

     との協議により、途中変更が可能、但し、日別勤労時間については、２週間前に通知）

●	 勤労間隔を１１時間連続して休息させる制度および賃金保全方策の申告義務等を定めることで、

単位期間の拡大による勤労者の健康侵害および賃金損失を防止するための仕組みを設けました。

●	 常時５０人以上の勤労者を使用する事業所に対しては、公布から３ヵ月経過後に施行され、常時５

人以上５０人未満の勤労者を使用する事業所に対しては、２０２１年７月１日より施行されます。

２． 研究開発業務の場合、選択時間制精算期間を３ヵ月に拡大

●	 新商品または新技術の研究開発業務の場合、選択的勤労時間制*精算期間を、現行の１ヵ月から

最大３ヵ月に拡大するとともに、勤労者の健康権を保護するため勤労日間隔１１時間連続休息制

を義務付け、賃金損失を防止するため精算期間１ヵ月ごとに１週間当たりの勤労時間が平均４０

時間を超える場合、加算賃金を支払うものとしました。

*柔軟勤労制の一つで、勤労者が毎日の出勤・退勤時刻及び１日の勤労時間を自律的に決定できる制度で、業務への没

入度により一定期間の集中勤務が避けられない側面があり、業務遂行において勤労者の自律的な時間選択権が重要な

研究開発業務に適した制度である。

●	 常時５０人以上の勤労者を使用する事業所に対しては、公布から３ヵ月経過後に施行され、常時５

人以上５０人未満の勤労者を使用する事業所に対しては、２０２１年７月１日より施行されます。
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３． 特別延長勤労に対する勤労者健康保護措置義務の規定（施行：公布後３ヵ月）

●	 特別延長勤労をする場合、勤労者の健康を保護するため健康診断の実施または休憩時間の提供

等、雇用労働部長官が定めるところにより適切な措置をとるものとしました。

Ⅴ．雇用保険法・雇用産災保険料徴収法の改正案
 
１． 特殊形態勤労従事者の雇用保険への当然加入（施行：２０２１年７月１日）

●	 特殊形態勤労従事者*についても雇用保険に当然加入するものとしており、具体的な適用職種は、

大統領令で定める予定です。

*独自の事務所、店舗、作業場がなく契約された事業主に従属しているが、自ら顧客獲得に動き商品やサービスを直接提

供し、働いた分に対し実績に応じて所得（手数料、奉仕料、手当等）を得て、勤労提供方法、勤労時間などは本人が決める

形で働く人（保険設計士、学習労働者、宅配便の運転手、ゴルフ場キャディ、代理運転者等）のこと。（統計標準用語）

●	 特殊形態勤労従事者の雇用保険料は、特殊形態勤労従事者と事業主が共同負担するものとして

いますが、事業主が特殊形態勤労従事者の負担分についても源泉控除し、納付するものとしまし

た。

●	 特殊形態勤労従事者に対しては、転職日前の２４ヵ月のうち１２ヵ月以上雇用保険に加入しており、

非自発的に転職した場合、被保険期間の年齢に応じて１２０～２７０日間の失業給与給付を受ける

ことができるものとしました。但し、特殊形態勤労従事者は所得変動性が大きく、帰責事由なしに

所得が減少する場合がある現実を考慮し、一定水準以上の所得減少が持続することを理由で離職

した場合は、失業手当の受給資格を認められます。

●	 特殊形態勤労従事者に対しては、失業給与の給付のための待機期間として７日の付与があります

が、所得減少による転職の場合は、最大４週間まで延長できるものとしました。
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２．労務提供プラットホーム事業の特例（施行：２０２２年１月１日）

●	 プラットホームを通じて労務提供が行われる場合、労務提供プラットホーム事業主は、特殊形態勤

労従事者の被保険資格の取得・喪失申告および雇用保険料の源泉控除義務を負担することになり

ます。

３．特殊形態勤労従事者に対する出産前後給与の支給（施行：２０２１年７月１日）

●	 勤労者の出産前後休暇給与に相応する出産前後給与を支払うものとしており、具体的な支払要件

は施行令により定める予定です。

Ⅵ．産業災害補償保険法・雇用産災保険料徴収法の改正案
 
１． 特殊形態勤労従事者の適用除外申請*事由の制限（施行：２０２１年７月１日）

* 宅配便の運転手等１４職種の特殊形態勤労従事者は、産災保険の適用対象であることが原則だが、事由に関係なく適

用除外を申請できるようになっており、実際には（事業主の勧誘等により）８０％に迫る特殊形態勤労従事者が適用除外

を申請していた。

●	 特殊形態勤労従事者の場合、疾病・育児休職等の法律に定めた事由により、実際に働いていない

事実が確認される場合に限り、勤労福祉公団が適用除外を承認するものとし、事実上、適用除外申

請制度を廃止しました。

●	 過去に適用除外申請を行い、産災補償の対象から除外された特殊形態勤労従事者についても、特

別な事情がない限り、当然産災保険の適用が受けられることになります*。

* つまり、既存の適用除外者も施行日以降、適用除外の状態を維持するためには、再び適用除外を申請し、公団の承認を

受けなければならない。

２．特殊形態勤労従事者の産災保険料遡及徴収*の免除（施行：公布日）

* 現行の保険料徴収法によると、特殊形態勤労従事者から労務の提供を受けた事業主が、産災保険関連の申告（保険料

徴収法に基づく成立申告及び産災保険法による労務提供申告）をせず、後から申告を行う場合、最大３年分の保険料が

遡及徴収され、事業主が特殊形態勤労従事者に対する産災保険申告を継続的に忌避させる要因として作用してきた。	

［出典］雇用労働部の公式ブログ参照）
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●	 同法の施行日から２０２２年１２月３１日までに特別自主申告期間を運営し、特別自主申告期限内

に申告を行った事業主に対しては、同法の施行日以前の保険料遡及徴収を免除（最大３年）*する

ものとしました。

*（免除比率） 同法の施行日から２０２１年１２月３１日まで自主申告すると１００％免除、２０２２年１月１日から２０２２年

１２月３１日まで自主申告すると５０％免除

３． 特殊形態勤労従事者の産災保険料の軽減*（施行：２０２１年７月１日）

*特殊形態勤労従事者の場合、（勤労者とは違って）保険料の半分を特殊形態勤労従事者が負担するようになっているた

め、産災保険への加入を渋るケースがあり、適用除外申請事由を厳格に制限する改正法によると、特殊形態勤労従事者

から労務を提供される事業主の保険料負担も増加するものと予想される。

●	 事業主及び従事者の産災保険料の負担を軽減する目的で、災害率等を考慮し、大統領令で定める

特殊形態勤労従事者職種の産災保険料を軽減できる根拠を新設しており、具体的な保険料軽減対

象職種、軽減割合等は下位法令で定めた後、２０２１年７月１日より保険料を軽減する計画です。

Ⅶ．その他法律の改正案
 

労働委員会法改正案（施行：公布日）

最近施行された制定法律である「産業現場における仕事・学習並行支援に関する法律」において、

学習労働者の差別処遇の是正を労働委員会に申請できるものとする内容を反映し、担当事務とし

て差別的処遇の是正等に関する業務を明示し、部門別委員会における差別是正委員会の担当業

務を明確にしました。

青年雇用促進特別法改正案（施行：公布後３ヵ月）

公共機関等に対する業務委託の根拠を新設し、グローバル人材養成事業に関する電算網を専門機

関に委託できる根拠を設けました。
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韓国産業人力公団法改正案（施行：公布日）

韓国産業人力公団の事業範囲にグローバル人材の養成および国家職務能力標準事業を追加し、

該当事業の遂行において公団の責任を強調しました。

法務法人(有)世宗は、産業安全保健法、勤労基準法等の労働関係法改正案の主な内容につき、様々な面

においてリーガル・アドバイスをご提供しております。上記内容につき、ご質問等がございましたら、下記の

連絡先までご連絡ください。より詳細な内容について対応させて頂きます。

※ 法務法人(有)世宗のニュースレターに掲載された内容および意見は、一般的な情報提供の目的で発行されたものであり、こ
こに記載された内容は、法務法人(有)世宗の公式的な見解や具体的な事案についての法的な意見ではないことをお知らせ致
します。
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[日本チーム] +82-2-316-4114                          jpg@shinkim.com 

T. +82-2-316-4025	
E. yhekim@shinkim.com     

T. +82-2-316-4658	
E. mjejoo@shinkim.com    

金潤希 (Japan Team Leader)
Partner

周旼貞 (パートナー)
Partner
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法務法人(有)世宗のニュースレターに掲載された内容および意見は、一般的な情報提供の目的で発行されたものであり、ここに記載され
た内容は、法務法人(有)世宗の公式的な見解や具体的な事案についての法的な意見ではないことをお知らせ致します。
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T. +82-2-316-4280	
E.  skipark@shinkim.com  

T. +82-2-316-1678	
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Partner
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Partner

朴成基(パートナー)
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金鍾守(パートナー)
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